
◇対象者 

土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、福岡

県建築基準法施行条例第 5 条により、建築が制限されて

いる範囲内に、福岡県が上記の区域を指定する以前から

区域内に建っている住宅に住まわれている方 

※土砂災害特別警戒区域の指定箇所は福岡県砂防課ホーム

ページ（http://www.sabo.pref.fukuoka.lg.jp/）でご確

認ください 

◇対象となるブロック塀等 

 国・県・市道や通学路に面する高さ 1 メートル以上の

ブロック塀等で、ひび割れまたは傾きが認められる等、

特に危険な状態にあるもの。市の職員が現地調査を行い、

市で定める「ブロック塀等の診断カルテ」で 40 点未満の

もの。（※既に工事の契約や着工しているものは対象外。） 

◇補助金額 

 撤去費用の 2 分の 1（上限 10 万 9千円） 

◇対象となる建物 

 周辺の住環境に悪影響を与え、放置されている木造ま

たは軽量鉄骨造の住宅。市の職員が、隣接地に与える影

響や破損の程度などについて事前に判定を行い、市が定

める「家屋等の老朽度判定基準」を満たしているもの。

（※既に工事に着工しているものは対象外。） 

◇補助金額 

 解体費用の 2分の 1（上限 50 万円） 

 

 

 

 

◇助成金額 

・住宅の撤去費、動産移転費として 1戸当たり 975 千円 

・新しく市内に住宅を建築または購入するために、金融

機関から資金を借り入れた場合、借入金の利子相当額

（建物分 3,190 千円、土地分 960 千円を限度） 

 

 

 

◇募集件数 

 20 件程度（先着順） 

◇対象者 

・ブロック塀等の所有者または相続関係者 

・市内の工事施工者が撤去工事を行うもの 

・市税に滞納がないこと 

※この事業は 2021 年 3 月で終了予定。 

◇募集件数 

 15 件程度（先着順） 

◇申込期間 

 4 月～12 月 

◇対象者 

・建物の所有者または相続関係者 

・市内の工事施工者が解体工事を行うもの 

・市税等に滞納がないこと 

② うきは市ブロック塀等撤去費補助事業 
地震等により倒壊したブロック塀等が、人命に危険を及ぼしたり、緊急車両の通行を妨

げたりすることを防ぐため、危険なブロック塀等の撤去費を補助します。 

※ブロック塀等とは、コンクリートブロック造、石造、れんが造、その他の組積造による塀（フ

ェンスその他これらに類するものとの混用の場合を含む。）及び門柱のことです。 

③ 老朽危険家屋の解体費用を補助します 
 空家などが長期にわたって放置され、適正に管理されないまま老朽化すると、瓦や外壁が落下

したり、倒壊したりして、近隣の人や通行人に危険が及ぶ恐れがあります。また、防災や防犯、

景観、衛生などの面でも、周囲の環境に悪影響を与えます。市では、こうした危険性の高い老朽

危険家屋の解体費用の一部を補助します。 

① がけ地近接等危険住宅移転事業 
市では平成 24 年 7 月及び平成 29 年 7 月に発生した九州北部豪雨をはじめとする土砂災害により、大きな人的・

物的被害を受けています。こうした土砂災害から市民の生命、身体及び財産を守るために、がけ地の崩壊等のおそれ

のある地域にお住まいの方を対象に住宅移転の補助を行います。 

住環境建設課からのお知らせ 

◇①・②・③共通 

 補助を受けるためには、必ず市と事前協議が必要となります。また、事業年度の 2 月末までに事業完了の報

告を行うこと。 

●問合せ 住環境建設課 建設管理係 ℡75-4983 


